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府有資産利活用推進プラン

１ 現状と課題

○ 施設の廃止等に伴い、現在、未利用となっている府有資産が
約３０件ある。（元右京府税事務所、元府立医大伏見診療所、
元農業総合研究所花き部等）

○ 今後、更に警察署の再編整備や家庭支援総合センターの設置等
に伴い、施設の廃止・移転による未利用地が見込まれるところで
ある。

○ 府有財産は府民の貴重な財産であり、府民満足向上のために活
用されるべきである。未利用のまま放置しておくことは、府民満
足向上につながらないのみならず、維持管理費等が発生するとと
もに、結果的に逸失利益が発生している。

２ プラン策定の考え方

○ 京都府行政評価委員会府有財産活用部会において、京都市内
の利用価値が高い地域で、平成２５年頃までに用途廃止、移転
される府有財産等についての利活用の方向性が示された。

○ また、先に策定した「府民満足最大化プラン」において、未
利用資産を、府民ニーズを的確に把握する新たな利活用決定プ
ロセスにより、幅広い利活用を促進するとともに、売却に係る
判断を迅速化するとした。

○ 今回、これらを踏まえて、京都府内の個々の未利用資産につ
いて、府民ニーズ等を幅広く的確に把握し、府民への還元を最
大限にすることを目的に地域性等も踏まえ、総合的な判断のも
とに、処分を含めた利活用の方策を講じる「府有資産利活用推
進プラン」を策定する。



３ 施策展開の方向【利活用の考え方】

○ 府有資産を重要な経営資源と捉え、府民サービスに最大限還元
していくため、効率的で戦略的な府有資産の利活用を推進する。

○ 利活用に当たっては、府民のニーズを十分に把握した上で、「明
日の京都」中期計画等との整合性も図りながら、府有資産として
広域自治体としての府の機能を果たすという一義的な役割を踏ま
え、府民全体の利益を優先し、府民の満足を最大化するための施
策に活用していく。

○ このため、利活用については、物件のポテンシャルに応じたも
のとし、

１ 府を中心とした自治体の利活用：
◇具体的な方向性のある又は立地条件、面積等を踏まえ
戦略的観点から利活用を検討する物件

２ NPO、社会福祉法人等公的団体、民間等を中心とした利活用：
◇団体の財政状況や活動内容を踏まえて比較的中小規模
で、利便性等がある物件

３ 更に方向性を検討する物件
◇今後更にニーズも把握しつつ、利活用、売却等の方向性を
検討する物件

４ 売却：
◇利用ニーズもなく、また、暫定的な利用の検討の余地もな
いものは、不動産市場の動向を考慮しつつ、できるだけ速
やかに処分をする。

また、府を中心とした自治体、NPO、社会福祉法人等公的団体、
民間等による利活用を検討した結果、その可能性がないものにつ
いても処分をする。

○ また、当面ニーズはないものの、規模、立地条件等から将来的
に利活用の可能性のあるものについては、暫定的な利用も検討す
る。

○ 資産を活用する中で、府としての政策メッセージを発信してい
けるような方策を考える。同種事業の波及及び府民へのＰＲ効果
が発揮できる事業をモデル事業として早期に実施するよう努め
る。

○ 未利用期間が長期に渡る施設を優先的に利活用の方向性を決定
する。

○ 今後とも府議会や府民意見を踏まえ、経済状況をはじめ諸情勢
の変化に応じて柔軟に対応する。
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◆検討経過
第１回 ７月 ２日（木）

「検討対象未利用資産の方向性について協議」

＜ニーズ把握の実施＞
・府民提案
・府の利用可能性検討
・市町村・民間等ニーズ
・職員提案、民間専門機関提案
・民間団体（京都商工会議所、京都 NPO センター、京都府病
院協会、京都府体育協会等）ニーズ

→継続して実施中

第２回 ９月 ４日（金）「府有資産利活用等方針中間案の策定」

第３回１０月２８日（水）「府有資産利活用等方針最終案に向け
て」

第 4 回１１月１１日（水）「府有資産利活用等方針最終案の策定」


